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環廃産発第110317001号

平成２３年３月１７日

各都道府県・政令市産業廃棄物行政主管部（局）長 殿

環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部産業廃棄物課長

産業廃棄物管理票制度の運用について（通知）

廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律（平成２２年法律第３４号）

等が平成２３年４月１日より施行されることを踏まえ、平成１３年３月２３日付け環廃産

第１１６号をもって通知した「産業廃棄物管理票制度の運用について（通知）」について、

必要な内容の見直しを行い、下記のとおり取りまとめたので通知する。事業者又は産業廃

棄物処理業者等の事務所若しくは事業場等に立入検査を行う際には、平成１２年９月２８

日付け衛環第７８号厚生省生活衛生局水道環境部環境整備課長通知「廃棄物の処理及び清

掃に関する法律及び産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律の一部を

改正する法律の施行について」及び下記事項に留意の上、その実施状況を把握するなど制

度の厳正な運用に当たられたい。

おって、平成１３年３月２３日付け環廃産第１１６号本職通知「産業廃棄物管理票制度

の運用について（通知）」は廃止する。

なお、本通知は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４第１項の規定

に基づく技術的な助言であることを申し添える。

記

第１ 産業廃棄物管理票

１．総論

産業廃棄物管理票制度は、事業者が産業廃棄物の処理を委託する際に、受託者に対

して産業廃棄物管理票（以下「管理票」という。）を交付し、処理終了後に受託者から

その旨を記載した管理票の写しの送付を受けることにより、委託内容どおりに産業廃

棄物が処理されたことを確認することで、適正な処理を確保する制度であること。

なお、事業者は、産業廃棄物の処理を委託する際には、書面により委託契約を行う
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ことなど委託基準を遵守しなければならないが、これは処理責任を有する事業者と受託

者とが委託内容について互いに十分確認することを趣旨とするものであって、委託契約

を行う際に遵守すべき義務である。これに対して、産業廃棄物管理票に係る義務は、実

際に処理を委託した産業廃棄物を引き渡す際に遵守すべきものであって、委託基準とは

別途必要とされる義務であること。

２．管理票の交付

(1) 交付手続

① 事業者は、産業廃棄物の引渡しと同時に運搬受託者（処分のみを委託する場合に

あっては処分受託者）に管理票を交付しなければならないこと。このため通常は、

運搬受託者が複数の運搬車を用いて運搬する場合には、運搬車ごとに交付すること

が必要となるが、複数の運搬車に対して同時に引き渡され、かつ、運搬先が同一で

ある場合には、これらを１回の引渡しとして管理票を交付して差し支えないこと。

② 管理票の交付については、例えば農業協同組合、農業用廃プラスチック類の適正

な処理の確保を目的とした協議会又は当該協議会を構成する市町村が農業者の排出

する廃プラスチック類の集荷場所を提供する場合、ビルの管理者等が当該ビルの賃

借人の産業廃棄物の集荷場所を提供する場合、自動車のディーラーが顧客である事

業者の排出した使用済自動車の集荷場所を提供する場合のように、産業廃棄物を運

搬受託者に引き渡すまでの集荷場所を事業者に提供しているという実態がある場合

であって、当該産業廃棄物が適正に回収・処理されるシステムが確立している場合

には、事業者の依頼を受けて、当該集荷場所の提供者が自らの名義において管理票

の交付等の事務を行っても差し支えないこと。なお、この場合においても、処理責

任は個々の事業者にあり、産業廃棄物の処理に係る委託契約は、事業者の名義にお

いて別途行わなければならないこと。

③ 「産業廃棄物の種類ごとに交付する」とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律

（昭和４５年法律第１３７号。以下「法」という。）第２条第４項及び廃棄物の処

理及び清掃に関する法律施行令（昭和４６年政令第３００号。以下「令」という。）

第２条に規定する産業廃棄物の種類ごとに管理票を交付することを原則とするが、

例えばシュレッダーダストのように複数の産業廃棄物が発生段階から一体不可分の

状態で混合しているような場合には、これを１つの種類として管理票を交付して差

し支えないこと。

④ 産業廃棄物が１台の運搬車に引き渡された場合であっても、運搬先が複数である

場合には運搬先ごとに管理票を交付しなければならないこと。

⑤ 管理票は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第

３５号。以下「規則」という。）様式第２号の１５によるものでなければならない

ことから、交付された書面がこれによらないで作成されたものである場合には、管

理票の不交付と判断されること。

(2) 記載事項
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管理票は、規則様式第２号の１５により作成した書面に必要な事項を記載しなけれ

ばならないが、記載事項については以下によること。

① 「種類」は、法第２条第４項及び令第２条に規定する産業廃棄物の種類を原則と

し、特別管理産業廃棄物である場合にはその旨を記載しなければならないが、例え

ばシュレッダーダストのように複数の産業廃棄物が発生段階から一体不可分の状態

で混合しているような場合には、その混合物の一般的な名称を記載して差し支えな

いこと。

② 「数量」の記載は、重量、体積、個数などその単位系は限定されないこと。

③ 「交付番号」は、事業者が当該管理票を特定できる任意の番号を記載すること。

④ 「交付を担当した者の氏名」は、事業者の氏名又は名称ではなく、実際に管理票

の交付を担当した従業者の氏名を記載すること。ただし、(4)により元請業者（法

第２１条の３第１項に規定する元請業者をいう。以下同じ。）が同条第３項に基づ

き下請負人（同条第２項に規定する下請負人をいう。以下同じ。）を経由して受託

者に管理票を交付した場合には、当該交付を担当した下請負人の氏名を記載するこ

と。

⑤ 「運搬又は処分を受託した者の氏名又は名称」及び「運搬又は処分を受託した者

の住所」は、事業者が管理票を交付する際に記載しなければならないこと。

⑥ 「荷姿」は、バラ、ドラム缶、ポリ容器など具体的な荷姿を記載すること。

⑦ 「最終処分を行う場所の所在地」は、最終処分を行う予定先の事業場の所在地を

記載するものであって、事業場の所在地の市町村名及び事業場の名称などを記載す

ることで差し支えないこと。事業者は、中間処理を委託する場合であっても、処分

受託者からその委託先を調査するなどして記載しなければならないこと。また、「最

終処分」とは、埋立処分、海洋投入処分又は再生をいうことから、委託した産業廃

棄物について中間処理後に一部分が再生され、その余の部分が埋立処分される場合

には、再生処理施設と最終処分場のいずれも記載しなければならないこと。なお、

最終処分の予定先が複数である場合など管理票に記載することが困難である場合に

は、別途委託契約書に記載されたとおりであることを記載し、これを省略して差し

支えないこと。

⑧ 中間処理業者が記載すべき「交付又は回付された当該産業廃棄物に係る管理票を

交付した者の氏名又は名称及び管理票の交付番号」は、例えば、木くずの焼却処分

を行う中間処理業者が、焼却後の燃え殻の埋立処分を委託する場合は、当該燃え殻

に係る焼却処分を受託した木くずについて、その焼却処分を委託した事業者の氏名

又は名称及び当該事業者から交付された管理票の交付番号を記載するものであるこ

と。なお、中間処理を委託した事業者が複数である場合など管理票に記載すること

が困難な場合には、別途帳簿に記載されたとおりであることを記載し、これを省略

して差し支えないこと。

(3) 管理票の交付を要しない場合

規則第８条の１９各号に掲げる場合には管理票の交付は不要であるが、次の事項に
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留意すること。

① 各号（第７号及び第１０号を除く。）に規定する者に運搬のみを委託し、これら

の者以外の者に処分を委託する場合には、事業者は、処分受託者に管理票の交付を

行わなければならないこと。この場合、事業者は運搬受託者を経由して管理票を交

付することとなるが、運搬受託者は管理票の写しの送付、保存等の義務は負わない

こと。

② 各号（第６号及び第１０号を除く。）に規定する者に処分のみを委託し、これら

の者以外の者に運搬を委託する場合には、事業者は、運搬受託者に管理票の交付を

行わなければならないこと。この場合、運搬受託者は処分受託者に管理票を回付す

る義務は負わないこと。

③ 第９号は、例えば地方公共団体の下水処理場から日本下水道事業団の広域汚泥処

理場へ送泥管により下水汚泥を搬入する場合のように、産業廃棄物を排出する事業

場と処理施設とが運搬用パイプラインで直結されている場合をいうものであるこ

と。

(4) 法第２１条の３第３項に基づき下請負人が産業廃棄物を自ら運搬する場合

この場合においても、下請負人が自ら運搬する産業廃棄物の排出事業者は元請業者

であることから、当該産業廃棄物に係る管理票は、元請業者が交付すること。なお、

元請業者が下請負人を経由して受託者に管理票を交付することは差し支えないが、下

請負人は管理票の写しの送付、保存等の義務は負わないこと。

なお、下請負人が産業廃棄物を自ら運搬する場合において、元請業者が下請負人に

運搬の委託をしているわけではないことから、元請業者が自ら運搬する場合と同様、

「運搬受託者」及び「運搬の受託」欄に下請負人の氏名等を記入する必要はないこと。

ただし、元請業者が下請負人を経由して受託者に管理票を交付した場合には、「交付

を担当した者の氏名」欄には、当該交付を担当した下請負人の氏名を記載すること。

３．管理票の写しの送付

(1) 収集運搬を受託した場合

① 事業者に管理票の写しを送付するのは、運搬の最終的な目的地まで運搬し、事業

者から委託された運搬業務を完了させた運搬受託者であること（再委託を受けた運

搬受託者が運搬業務を完了させた場合には、当該再受託者がこれに該当すること。）。

② 「産業廃棄物に混入している物（有償で譲渡できるものに限る。）の拾集」とは、

積替え又は保管の場所において、実際に拾集した量を記載するものであること。

③ 運搬受託者は、運搬を再委託する場合は、再受託者に産業廃棄物を引き渡す際に、

事業者から交付された管理票を引き渡すこと。再受託者は、運搬を受託した者の氏

名又は名称などの必要な事項を訂正の上、運搬終了後に管理票の写しを事業者に送

付すること。

(2) 最終処分を受託した場合



- 5 -

① 処分受託者は、最終処分が終了したときは、管理票に処分を担当した者の氏名、

最終処分を終了した年月日及び最終処分を行った場所の所在地を記載して１０日以

内にその写しを処分を委託した中間処理業者（事業者から最終処分を受託した場合

にあっては、事業者）に送付すること。

② 「処分を担当した者の氏名」は、事業者の氏名又は名称ではなく、実際に処分を

担当した従業者の氏名を記載すること。

③ 再生を受託した場合における「最終処分を終了した年月日」については、実際に

有償売却された年月日をいうものではなく、中間処理をして産業廃棄物を客観的に

有償売却できる性状の物とした年月日をいうものであること。

④ 「最終処分を行った場所の所在地」は、最終処分を行った事業場の所在地を記載

するものであって、事業場の所在地の市町村名及び事業場の名称などを記載するこ

とで差し支えないこと。

⑤ 処分受託者は、処分を再委託する場合は、再受託者に産業廃棄物を引き渡す際に、

事業者から交付された管理票又は運搬受託者から回付された管理票を引き渡すこ

と。再受託者は、処分を受託した者の氏名又は名称などの必要な事項を訂正の上、

処分終了後に管理票の写しを事業者に送付すること。

(3) 中間処理を受託した場合

① 処分受託者は、処分が終了したときは、管理票に処分を担当した者の氏名及び処

分を終了した年月日を記載して１０日以内にその写しを処分を委託した事業者（中

間処理業者から処分を受託した場合にあっては、中間処理業者とする。以下同じ。）

に送付すること。

② 処分受託者は、最終処分が終了した旨が記載された管理票の写しの送付を受けた

ときは、事業者から交付された管理票に最終処分を終了した年月日及び最終処分を

行った場所の所在地を記載して１０日以内にその写しを事業者に送付すること。

③ 最終処分が終了した旨を記載した管理票の写しの送付期限は、中間処理後の産業

廃棄物について複数の最終処分を委託した場合にあっては、これらすべてについて

管理票の写しの送付を受けたときから１０日以内であること。なお、中間処理後の

産業廃棄物について、焼却処分を受託した場合における中間処理後の産業廃棄物と

は、焼却後の燃え殻をいうものであって、焼却に伴って生じたばいじん及び汚泥は

これに含まれないこと。

④ その他、(2)に記載した事項を準拠されたいこと。

４．管理票の写し等の保存

(1) 事業者は、運搬受託者又は処分受託者に交付した管理票の写しを、当該管理票を交

付した日から５年間保存しなければならないこと。

(2) 事業者は、運搬受託者又は処分受託者から送付された管理票の写しを送付を受けた

ときから５年間保存しなければならないこと。
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(3) 事業者が、事業場以外の場所において管理票の写しを保存することは差し支えない

が、都道府県による立入検査の際には速やかに検査を受けることができるようにこれ

を保存すべきであること。

５．管理票の写しが送付されない場合等における事業者が講ずべき措置

(1) 事業者は、以下のいずれかに該当する場合は、その委託に係る産業廃棄物の処理に

関し、当該産業廃棄物の処理の状況を速やかに把握し、生活環境の保全上の支障の除

去又は発生の防止のために必要な措置を講じなければならないこと。

① 管理票の交付の日から９０日（特別管理産業廃棄物に係る管理票にあっては、６

０日）以内にその写しの送付を受けないとき又は管理票の交付の日から１８０日以

内に最終処分が終了した旨が記載された管理票の写しの送付を受けないとき

② 法第１２条の３第３項から第５項まで又は第１２条の５第５項の規定に規定する

事項が記載されていない管理票の写しの送付を受けたとき

③ 虚偽の記載のある管理票の写しの送付を受けたとき

④ 運搬受託者又は処分受託者から法第１４条第１３項又は第１４条の４第１３項の

規定による通知（以下「処理困難通知」という。）を受けたとき

(2) 事業者が講ずべき必要な措置としては、例えば、委託した産業廃棄物が処分されず

に放置されている場合にあっては、委託契約を解除して他の産業廃棄物処分業者に委

託すること、処理困難通知を発出した運搬受託者又は処分受託者が処理を適切に行え

るようになるまでの間、当該受託者に新たな処理委託を行わないことなどがあり、個

別の状況に応じた適切な措置を採り得ること。

(3) (1)①から④までのいずれかに該当する事業者は、以下の場合に応じ、それぞれ以

下に掲げる報告期限までに、その講じた措置等の内容を都道府県知事に報告しなけれ

ばならないこと。

・(1)①に該当する場合 (1)①に規定する期間が経過した日から３０日以内

・(1)②に該当する場合 (1)②に規定する管理票の写しの送付を受けた日から３０

日以内

・(1)③に該当する場合 虚偽の記載のあることを知った日から３０日以内

・(1)④に該当する場合であって、運搬受託者又は処分受託者に引き渡した産業廃棄

物（当該通知をした受託者に委託したものに限る。）について処理が終了した旨の

管理票の送付を受けていないとき 当該通知を受けた日から３０日以内

第２ 電子情報処理組織の使用

１．総論

電子情報処理組織を使用する制度は、情報処理センターがその管理を行うことによ

り産業廃棄物管理票制度を確実に実施することができるとともに、事業者にとっても

管理票の記入手続やその写しの保存が不要となるなど事務処理手続が大幅に簡素化さ

れ、また、委託した産業廃棄物の処理の状況を容易に把握することができるなどの特
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徴を有していることから、事業者に当該制度の十分な周知を図られたいこと。さらに、

平成２３年４月１日より開始される優良産廃処理業者認定制度において、優良基準の

一つとして、産業廃棄物処理業者が情報処理センターに電子情報処理組織に係る利用

登録をしており、電子情報処理組織が使用可能であることが挙げられていることから

も、今後、電子情報処理組織を使用できる産業廃棄物処理業者の増加が想定されるこ

とから、事業者に当該制度の積極的な活用を推奨されたいこと。

２．電子情報処理組織を使用する際の登録手続等

(1) 電子情報処理組織を使用する際の登録及び報告に係る内容及び手続は、第１の２、

３及び５に記載した事項に準拠されたいこと。

(2) 電子情報処理組織を使用するときは、産業廃棄物を引き渡した後３日以内に情報処

理センターに登録しなければならないこと。この期間に登録がなされないときは、管

理票の不交付と判断されること。

(3) 運搬受託者及び処分受託者への登録番号の通知は、文書、口頭等の方法を問わない

ものであるが、確実に情報を伝達するため、文書によることを基本とすること。産業

廃棄物の引渡しの場所において引渡しの際に登録及び通知を行う場合であって、登録

番号として情報処理センターが管理する番号を使用するときは、登録した後に通知す

ることとして差し支えないこと。

第３ 虚偽の管理票の交付の禁止

近年、産業廃棄物処理業者の自己名義による架空の管理票の売買が行われ、不法投棄

を誘発しかねない問題となっていることから、産業廃棄物処理業者が、産業廃棄物の運

搬又は処分を受託していないにもかかわらず、虚偽の記載をした管理票を交付すること

を禁止し、罰則の対象としたものであること。

したがって、法第１２条の４の対象となる虚偽の記載をした管理票とは、運搬又は処

分を受託していないにもかかわらず、運搬又は中間処理若しくは最終処分が終了した旨

の記載がされた文書であって、これを交付をした産業廃棄物処理業者の名義で作成され

たものをいうものであること。

第４ 管理票の交付を受けずに産業廃棄物の引渡しを受けることの禁止

近年、受託者である産業廃棄物処理業者が管理票の交付義務に違反している事業者と

共謀し、又は強要され、管理票の交付を受けずに産業廃棄物の処理を引き受けている事

例が見受けられるが、こうした行為は、産業廃棄物管理票制度の外で産業廃棄物の処理

が行われる事態を引き起こし、当該制度に期待される産業廃棄物の適正処理を確保する

という効果を損なうばかりでなく、その産業廃棄物に処理責任を負う者が誰であるかを

不明確とするものであり、正に不適正処理を助長する行為であることから、平成２２年

の法改正により、当該引受行為を禁止し、罰則の対象としたものであること。

なお、電子情報処理組織を利用し、情報処理センターを利用して産業廃棄物の処理が

終了した旨の報告を求められた産業廃棄物処理業者については、当該引受行為に係る禁
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止規定が適用されないこと。

また、特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号）第５０条第３項又は使

用済自動車の再資源化等に関する法律（平成１４年法律第８７号）第１２２条第１４項

の規定に基づき、法第１２条の３第１項の規定を適用しないこととされている委託を行

う場合については、「管理票を交付しなければならないこととされている場合」に該当

しないことから、管理票の交付を受けずに当該委託に係る産業廃棄物の引渡しを受ける

ことは差し支えないものであること。


